
 

 

「２０２６年度事業計画立案アンケート」調査票 
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Ⅰ．団地内における貴社の今後の新築・増改築等計画についてお伺いします。 

 

 一．今後の新築・増改築等計画の有無についてお伺いします。（１つ） 

  １．２０２６年度に計画がある    ３．２０２８年度以降に計画がある 

  ２．２０２７年度に計画がある    ４．計画はない 

 

 二．「計画がある」とお答えの方に実施種別についてお伺いします。（１つ） 

  １．新 築             ３．改 修 

  ２．増 築             ４．その他（            ） 

    ※ 投資額（約       千円） 

 

 三．「計画がある」とお答えの方に資金調達方法についてお伺いします。（１つ） 

  １．高度化資金を利用したい     ３．自己資金で行いたい 

  ２．金融機関からの借入で行いたい  ４．その他（            ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 四．上記以外で、貴社の施設の課題等についてお伺いします。（２つ以内） 

  １．老朽化対策（改修や新築等）     

  ２．施設の狭隘化対策（移転、新築等）  

  ３．施設の過剰対策（移転、賃貸等）   

  ４．施設の集約化（移転先の検討） 

  ５．特に問題なし 

  ６．その他（              ） 

 

次ページへ続く →  

 この調査は、協同組合青森総合卸センターの２０２６年度事業計画立案の参考資料

となりますので、何卒、組合員各位のご協力をお願い申しあげます。 

 なお、調査票の回収につきましては、業務ご多忙中のところ誠に恐縮ではございま

すが、来る２０２６年１月１５日（木）までに、卸センター業務部（担当：後藤・FAX 

738ｰ7323 ）へご回報くださいますよう重ねてお願い申しあげます。 

 ※ご回答につきましては、右側の□内に番号等をご記入ください。  

①卸売業   資本金１億円以下 従業員 100 人以下 

②製造業    〃 ３億円以下  〃  300 人以下 

③小売業    〃 ５千万円以下 〃   50 人以下 

④運輸業    〃 ３億円以下  〃  300 人以下 

⑤情報通信業  〃 ３億円以下  〃  300 人以下 

⑥サービス業  〃 ５千万円以下 〃  100 人以下 

 

※いずれか一方に該当する場合。 

※ただし、大企業からの出資が 50％以上あると上記の 

 範囲内であっても大企業とみなされます。 

 

【中小企業の範囲】 

①対象 中小企業の組合員 

②金利 1.0％ 

    （2025 年度・完全固定金利） 

③期間 20 年（3 年据え置 17年返済） 

④対象割合 土地・建物の 80％ 

 

【高度化資金の内容】 



Ⅱ．当組合は２０２７年１０月に創立６０周年を迎えます。 

  記念事業として希望する内容についてお伺いいたします。（３つ以内） 

  １．記念誌の作成           ６．記念地域貢献活動の実施 

  ２．記念プロモーション動画作成    ７．記念バスツアーの開催  

  ３．記念講演会の開催         ８．記念ねぶたの運行 

  ４．新聞等への記念広告の掲載     ９．ギネス記録挑戦  

  ５．記念車両マーキングシールの配付  10．その他（            ） 

  
Ⅲ．企業のパワハラ対策は２０２２年に義務化され、２０２６年にはセクハラ、カスハラ対策も 

義務化される予定です。そこでハラスメント対策についてお伺いいたします。 

一．貴社で取り組んでいるハラスメント対策についてお伺いいたします。（複数回答可） 

  １．就業規則で規定      ６．啓発資料の配付・掲示事業承継（後継者不足）  

  ２．社内に相談窓口を設置  仕７．管理職向けセミナーの開催新規事業への取り組み  

  ３．社外に相談窓口を設置人  ８．従業員向けセミナーの開催既存事業の見直し  

４．対応責任者を設置     ９．実態調査アンケートの実施労務管理 

５．経営層からの全社指導   10．その他（             ）Ｘ） 

二．他の卸団地では、組合がハラスメントに関する外部相談窓口を設置し、組合員企業の従業員

から個別相談を受付するサービスを提供している事例があります。当組合でも同様のサービ

スを開始した場合、その利用についてお伺いいたします。（１つ）                              

  １．ぜひ利用したい業説明  

  ２．料金・サービス内容によっては利用したい 

  ３．利用しない 

 ４．その他（                             ）     

 
Ⅳ．貴社のＤＸ・デジタル化についてお伺いいたします。 

一．貴社で取り組んでいるＤＸ・デジタル化の内容についてお伺いいたします。（複数回答可）                              

  １．ペーパレス化         10．電子商取引の実施（決済・契約等） 

  ２．アナログデータのデジタル化  11．基幹システムの構築・導入 

  ３．オンライン会議の実施     12．顧客データの一元管理 

  ４．営業活動のデジタル化      13．データの戦略的活用  

５．テレワークの実施       14．コミュニケーションツールの導入  

６．電子承認（電子印鑑）     15．ＲＰＡの導入  

７．社内研修のオンライン化    16．生成ＡＩの活用  

８．セキュリティ対策強化      17．デジタル人材の採用・育成 

９．クラウドサービスの活用    18．その他（           ） 

二．貴社で導入しているＤＸ・デジタルツールについてお伺いたします。（複数回答可）                              

  １．Slack              11．Kintone               21．SmartHR 

  ２．Chatwork           12．Backlog               22．ジョブカン勤怠管理 

  ３．RoboTANGO          13．バクラク        23．その他 

４．WinActor           14．楽楽明細管理       

５．Sansan        15．BtoB ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ請求書     

  ６．Wantedly people    16．BillOne                

  ７．Zoom               17．MoneyForward ｸﾗｳﾄﾞ  

  ８．MicrosoftTeams     18．クラウドサイン  

９．GoogleDrive       19．Otolio 

10．Salesforce     20．Plaud 

次ページへ続く →  

（        ） 

（        ） 

（        ） 

（        ） 

（        ） 

（        ） 

（        ） 

 



Ⅴ．企業防災に関する取り組みについてお伺いいたします。 

 一．団地内の救命体制を充実させるため、団地内ＡＥＤ（自動体外式除細動器）設置状況を 

   ホームページで公開しています。貴社のＡＥＤ設置状況についてお伺いいたします。（１つ） 

  １．ＡＥＤを設置している 

  ２．ＡＥＤを設置する予定がある ⇒（設置予定時期  年  月） 

  ３．ＡＥＤを設置していない 

 

 二．貴社におけるＢＣＰ（事業継続計画）策定状況についてお伺いいたします。（１つ） 

  １．ＢＣＰを策定している    ３．ＢＣＰの策定を検討中 

  ２．ＢＣＰを策定する予定    ４．ＢＣＰを策定する予定はない 

 

三．防災対策について組合に希望する支援策についてお伺いいたします。（３つ以内）                              

  １．基礎的な企業防災情報の提供   ６．ＢＣＰの策定支援 

  ２．ハザードマップ情報の提供    ７．事業継続力強化計画認定制度への支援 

  ３．被災リスク情報の提供      ８．防災訓練の継続 

  ４．保険によるリスク対策情報の提供 ９．災害対策品の備蓄 

  ５．具体的な事前対策情報の提供   10. その他（            ） 

     

 
Ⅵ．その他、事業全般に関するご意見等がございましたらご記入ください。 
 

                                        

                                        

                                        

                                        

 

ご協力ありがとうございました。 


